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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
累計期間

第75期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 128,900 133,673 174,031

経常利益 （百万円） 13,182 14,462 18,439

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 8,601 9,889 11,875

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,461 12,085 7,327

純資産額 （百万円） 159,695 167,753 159,561

総資産額 （百万円） 245,495 274,161 254,298

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 127.28 146.26 175.73

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 126.84 145.82 175.12

自己資本比率 （％） 64.9 61.1 62.6

 

回次
第75期

第３四半期連結
会計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.50 60.46

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費の回復には依然として弱さが見られるものの、雇用環

境の改善や企業収益の底堅さから、景気は全体として緩やかな回復基調となりました。

物流業界におきましては、貨物取扱量が伸び悩むなか、ドライバー不足や競争の激化などにより依然として厳

しい経営環境が続きました。

このような状況下にあって、当社グループは新潟県見附市、長野県松本市、三重県鈴鹿市、埼玉県小川町、熊

本県菊陽町、石川県白山市、群馬県太田市に倉庫及び作業所を新増設し、奈良県大和郡山市、岐阜県可児市に土

地を取得するなど業務拡大に向けた積極的な設備投資と営業活動を推進してまいりました。その結果、売上高は

前年同期比3.7％増の1,336億73百万円となりました。

営業利益につきましては、業務の効率化などにより前年同期比8.6％増の135億８百万円となりました。

経常利益につきましては、前年同期比9.7％増の144億62百万円となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、前年同期比15.0％増の98億89百万円となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　運送事業

貨物取扱量の微増により、売上高は前年同期比1.2％増の635億48百万円となりました。営業利益は、減価

償却費の増加などにより前年同期比2.2％減の32億59百万円となりました。

②　倉庫事業

積極的な設備投資と営業活動を推進してまいりましたが、売上高は前年同期比0.7％増の198億65百万円に

とどまりました。営業利益は、減価償却費の増加があったものの、保管効率の向上などにより前年同期比

4.9％増の44億93百万円となりました。

③　梱包事業

業務量の増加により、売上高は前年同期比9.3％増の315億33百万円となりました。営業利益は、増収効果

や業務の効率化などにより前年同期比25.4％増の26億35百万円となりました。

④　テスト事業

業務量の増加により、売上高は前年同期比10.7％増の145億82百万円となりました。営業利益は、増収効果

などにより前年同期比33.1％増の25億86百万円となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 68,239,892 68,239,892
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 68,239,892 68,239,892 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 68,239,892 － 11,316 － 12,332

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 668,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 67,527,200 675,272 －

単元未満株式 普通株式 44,392 － －

発行済株式総数 68,239,892 － －

総株主の議決権 － 675,272 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式49株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

ニッコンホールディングス

株式会社

東京都中央区明石町

６番17号
668,300 － 668,300 0.98

計 － 668,300 － 668,300 0.98

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,139 15,235

受取手形及び売掛金 33,677 34,846

有価証券 13,199 16,499

商品及び製品 8 5

原材料及び貯蔵品 331 405

繰延税金資産 1,715 1,718

その他 2,151 2,850

貸倒引当金 △5 △8

流動資産合計 65,219 71,553

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 60,464 67,412

機械装置及び運搬具（純額） 7,776 8,355

工具、器具及び備品（純額） 1,242 1,164

土地 81,191 84,019

リース資産（純額） 539 489

建設仮勘定 5,170 4,835

有形固定資産合計 156,385 166,276

無形固定資産 1,609 1,946

投資その他の資産   

投資有価証券 23,774 27,049

長期貸付金 540 493

退職給付に係る資産 12 13

繰延税金資産 2,289 2,252

その他 4,557 4,659

貸倒引当金 △90 △83

投資その他の資産合計 31,083 34,384

固定資産合計 189,079 202,608

資産合計 254,298 274,161
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,054 10,151

電子記録債務 3,840 3,977

短期借入金 2,072 3,572

リース債務 133 129

未払法人税等 4,290 2,157

賞与引当金 3,298 1,610

役員賞与引当金 155 136

設備関係支払手形 544 458

営業外電子記録債務 5,372 7,112

災害損失引当金 － 2

その他 11,488 12,410

流動負債合計 41,250 41,719

固定負債   

社債 20,000 20,000

長期借入金 20,554 30,500

リース債務 445 401

繰延税金負債 4,487 5,606

退職給付に係る負債 6,288 6,347

役員退職慰労引当金 256 263

その他 1,453 1,570

固定負債合計 53,485 64,688

負債合計 94,736 106,408

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 128,170 134,244

自己株式 △1,139 △1,192

株主資本合計 150,679 156,700

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,550 11,713

為替換算調整勘定 137 △98

退職給付に係る調整累計額 △1,194 △930

その他の包括利益累計額合計 8,494 10,684

新株予約権 297 277

非支配株主持分 90 90

純資産合計 159,561 167,753

負債純資産合計 254,298 274,161
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 128,900 133,673

売上原価 109,899 113,589

売上総利益 19,001 20,083

販売費及び一般管理費 6,564 6,574

営業利益 12,436 13,508

営業外収益   

受取利息 128 56

受取配当金 393 406

受取賃貸料 71 76

持分法による投資利益 222 372

雑収入 288 386

営業外収益合計 1,104 1,297

営業外費用   

支払利息 153 134

為替差損 159 159

雑支出 46 50

営業外費用合計 358 344

経常利益 13,182 14,462

特別利益   

固定資産売却益 79 101

投資有価証券売却益 － 401

特別利益合計 79 502

特別損失   

固定資産売却損 14 25

固定資産除却損 40 4

投資有価証券評価損 123 －

投資有価証券売却損 － 0

減損損失 19 1

災害による損失 － ※ 254

特別損失合計 197 286

税金等調整前四半期純利益 13,064 14,678

法人税等 4,457 4,784

四半期純利益 8,607 9,894

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,601 9,889
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 8,607 9,894

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △110 2,163

為替換算調整勘定 △1,100 △176

退職給付に係る調整額 204 263

持分法適用会社に対する持分相当額 △139 △58

その他の包括利益合計 △1,145 2,190

四半期包括利益 7,461 12,085

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,450 12,079

非支配株主に係る四半期包括利益 11 5
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、ＧＩＮＺＡコンサルティング㈱を新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。また、連結子会社であった㈱東倉庫は連結子会社である日本梱包運輸倉庫㈱により吸収合併されたため、連

結の範囲から除外しております。

更に、第２四半期連結会計期間より、ＮＫインターナショナル㈱及び日梱重慶物流有限公司を新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

また、当第３四半期連結会計期間より、金沢日梱㈱及び名古屋日梱㈱を新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、連結子会社のうち、決算日が12月31日であった日梱物流（中国）有限公司については、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っておりました。この度、連結

財務情報のより適正な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より、連結決算日に本決算に準じた仮決算を行う

方法に変更しております。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間は平成28年１月１日から平成28年12月31日

までの12ヶ月間を連結し、連結損益計算書を通して調整しております。

 

 

（会計方針の変更）

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ92百

万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　災害による損失

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

災害による損失は、熊本地震に関連する損失であり、内訳は以下のとおりであります。

 

建物・設備等の原状回復費用等 249百万円

その他復旧等に係る費用 5百万円

計 254百万円

上記金額には、災害損失引当金繰入額2百万円を含んでおります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 5,926百万円 6,632百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,365 35 平成27年３月31日 平成27年６月30日 利益剰余金

平成27年11月６日

取締役会
普通株式 1,621 24 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,959 29 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 1,826 27 平成28年９月30日 平成28年12月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 62,815 19,725 28,854 13,176 124,572 4,327 128,900

セグメント間の内部売

上高又は振替高
177 213 433 1 826 1,219 2,045

計 62,993 19,939 29,287 13,178 125,398 5,547 130,946

セグメント利益 3,331 4,282 2,101 1,944 11,660 682 12,342

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 11,660

「その他」の区分の利益 682

その他の調整額（注） 94

四半期連結損益計算書の営業利益 12,436

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 63,548 19,865 31,533 14,582 129,530 4,143 133,673

セグメント間の内部売

上高又は振替高
246 243 342 1 833 1,043 1,876

計 63,795 20,108 31,875 14,584 130,363 5,186 135,550

セグメント利益 3,259 4,493 2,635 2,586 12,975 377 13,353

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 12,975

「その他」の区分の利益 377

その他の調整額（注） 155

四半期連結損益計算書の営業利益 13,508

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

 

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 127円28銭 146円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
8,601 9,889

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
8,601 9,889

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,581 67,616

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 126円84銭 145円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 229 201

（うち新株予約権）（千株） （229） （201）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重要

な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成28年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）配当金の総額……………………………………1,826百万円

（２）１株当たりの金額………………………………27円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成28年12月６日

（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

ニッコンホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　小　野　友　之　　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　内　田　好　久　　印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニッコンホール

ディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニッコンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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